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の基礎概念を設定する。「経済的単一体概念J(economic unit concept)， I親





















































































ル [900ドル- (60% x 1， 200ドル)Jとして認識され，非支配持分は320ドル
(40% x 800ドル) となる。
経済的単一体概念においては，子会社の識別可能な純資産は1，200ドルで
連結される。もし， rのれん」について親会社の比例持分のみを認識すると















60% 60ドル 1， 20 ドル 80ドル
親会社概念においては，子会社の識別可能な純資産は，前例のように
し040ドル [(60%x 1， 200ドル)+ (40%x800ドル)Jから「消極のれんJ120 
56 経営と経済






のれん」額は120ドル [600ドル- (60% x 1，200ドル)Jとなる。非支配持分

















買収株式 支払い額 純資産の公正市場価値 純資産の帳簿価額
30% 350ドlレ 1，000ドjレ 700ドル





して認識される。非支配持分は600ドル (40%x 1， 500ドル)で，また30パー
セントの株式買収分について保有利得71.25ドル [450ドル-378.t:ドル
(350ドル+30ドルー1.25ドル)Jが認識される。
「買収のれん法」のもとでは， rのれんJ90ドル[450ドル-(30% x 1， 200ド








純資産は，第 1回の30パーセント取得による300ドル (30%+ 1，000ドル)， 
子会社純利益のうち親会社帰属分30ドル (30%x 100ドル)，および第2回取
得による360ドル(30%x 1， 200ドル)，さらに非支配持分320ドル(40%x 800ド
ル)から成るし010ドルで連結計上される(7)
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(1) FASB， Discussion Memorandum， op.cit.， para. 56. 
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(8) Ibid.， para. 84. 
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(1) Ibid.， p訂 a.89.
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%=30ドル)と「のれんJ50ドル [350ドルー (30%x 1， 000ドル)Jの償却費1.25ドル (50
ドル+40年)を認識する。よって， 1年後の投資者の投資勘定簿価は378.75ドル (350ド
ル+30ドル-1.25ドル) となる (Jbid.，para. 93. )。
。昂id.，para. 95. 





































現 金 1，000ドル 1，000ドル
受取勘定 4，000 4，000 
棚卸資産 10，000 11， 500 1，500ドルx60%=900ドル












































50，000ドlレ 48，000ドlレ 44，000ドlレ 30，000ドlレ
28，000ドlレ 28，000ドlレ 28，000ドlレ 18，000ドlレ














20，000 12，000 12，000 








































売上 32.000ドlレ 32.000ドル 32.000ドル 19.200ドル
原価および費用
売上原価 15.500 15.500 14.900 9.300 
減価償却費 2.850 2.850 2.510 1， 710 
のれん償却 125 75 75 75 
その他の費用 6.000 6.000 6.000 3.600 
原価および費用合計 24.475 24.425 23.485 14.685 
非支配持分控除前子会社利益 8.515 
非支配持分帰属利益の控除額 4.000 





















14，000ドル+ (60% x 1.500ドル) = 14，900ドル
比例連結:












2，000ドル+ (60% x 850ドル) =2，510ドル
比例連結:












純利益 X，XXXドlレ X，XXX 
非支配持分帰属純利益 xxxドlレ xxx 
支配持分帰属純利益 X，XXXドlレ X，XXX 
制
(1) Discussion Memorandum， op. cit.， para. 208，209. 
(2) Ibid.， para. 213. 
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になる(1)というものである。この立場は，従来の連結会計基準 ARBNo. 51 
の立場であり，同基準は連結基準を支配的財務持分 (controllingfinancial 




















































「過半数持株 (ownershipof a majority voting interest) Jであるとしf417)アこ
だ ARBNo. 51はこのすべての過半数所有の子会社の連結という一般原則に
対して例外規定(“exceptionsto that general ruleづを設けた。 (1)一時的支
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ケースA 49% 85% 58% 
ケースB 45 85 53 




れたりする (Ibid.，para. 172， 174)。
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(1)まず，同書の特徴は連結手続を基礎づける概念として， ARB No. 51に












































(1) ARB No. 51. ot. cit.， para. 6. 
(2) 山地範明稿 iFASBの連結基礎概念JW骨計』第144巻，第 1号， 54頁参照。
(3) ARB No. 51は「買収法による親会社の投資原価が，帳簿価額で計上される子会社の純
資産に対する親会社持分額を超える額は，その性質に従って連結貸借対照表に計上され
ねばならなし、」とした (Ibid.，para. 7)。







(5) Discussion Memorandum， ot. cit.， para. 125. 
